
215828
テキストボックス
資料６














— 31 —

2023 年の最低賃金の引上額が過去最高を更新し、8月 31日には 2030 年代半ばまでに最低賃金 1,500 円を目指すこと
が岸田首相から表明されました。企業においても多大な影響を及ぼしています。そこで、今期のオプション設問では、最
低賃金への対応状況について調査をしました。なお、直近では人材に関連した調査として 2023 年 4 ～ 6月期の賃上げ実
施状況、7～ 9月期の人材の状況（正規従業員）を実施しています（有効回答数 863 件）。

正規従業員は 64%、臨時・パート・アルバイトは 71% で最賃対応
最低賃金への対応をたずねたところ、正規従業員については64%の企業が、臨時・パート・アルバイト

では 71%の企業で対応していました。

6 割を超える企業で賃金の引き上げを実施
最低賃金引き上げへの取り組みの上位5項目は、「正

規従業員の賃金の引き上げ」（68%）、「臨時・パート・

アルバイトの賃金の引き上げ」（61%）、「商品・サー

ビスの値上げ」、「生産性向上」（いずれも44%）、「人

員配置や作業方法の改善による業務効率化」（26%）

でした。（図）
2023 年 4 ～ 6 月期のオプション調査「2023 年度

の賃上げ実施状況」では、約 8割の企業で賃上げ実

施・予定すると回答し、賃上げをした理由として「従

業員のモチベーションの維持・向上」（77%）、「物価

上昇への対応（従業員の生活保護）」（65%）が過半

数を超え、従業員の労働環境を優先している傾向が

みられました（「最低賃金等の法規制対応」（8%）は

1割弱）。時期やテーマは異なりますが、同友会企業

の経営姿勢を示しているように感じます。

賃上げをチャンスに変える取り組みに
「調理職の賃金を上げたが、価格転嫁できていない。1度値上げをしているので、短期間での連続値上

げがしにくく、単純に利益減となっている（熊本、高齢者福祉業）」、「賃金の引き上げは協力業者も含

めてコストに大きな影響を与えている。請負価格を引き上げないと採算が取れなくなっている。付加価

値をどう付けるか工夫している（東京、建設業）」と、多くの企業で厳しい状況となっています。

また、「10 年以上働いてくれているパートさんが『年収の壁』のため、2年目の人と同額の時給になっ

てしまい、申し訳なく思っている（愛知、自動車の整備と販売）」、「顧客の会社でパート、アルバイトと

正社員の給料差がなくなってきており、社員のモチベーションが低下する傾向が出ている（広島、社会

保険労務士）」など、社内での待遇に苦慮する声も少なくありません。

一方で、「会社全体で賃金引上げを共有し、全員で生産性向上に取り組むチャンスと捉え、さらに賃

上げできる体制にする（沖縄、清掃用品レンタル他）」、「いかに人件費を抑えるかでなく、いかに賃金を

上げるかマインドが一気に変わった（埼玉、調剤薬局）」と従業員との意思共有の機会とする企業もあり

ました。

２０２３年10～12月期　ＤＯＲオプション調査
ＤＯＲ回答企業の「最低賃金引上げへの対応」について

速 報

正規従業員の賃金の引き上げ

臨時・パート・アルバイトの

賃金の引き上げ

商品・サービスの値上げ

生産性向上

人員配置や作業方法の改善による

業務効率化

給与体系の見直し

（正規、非正規含む）

経営合理化

残業時間の見直し

賃金以外の労働コストの削減

業務の外部委託

シフトの見直し

従業員の採用抑制

その他

最最低低賃賃金金にに対対すするる取取りり組組みみ
（（複複数数回回答答、、 ））




